
　 （単位　円）

資　産　の　部

科　　　　　　　　　目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　　　　減

固　　　 定　　　 資　　　 産

有　 形　 固　 定　 資　 産  

土 地 11,077,112,437 11,077,112,437 0

建 物 （注 2） 59,936,741,755 62,262,669,816 △ 2,325,928,061

構 築 物 （注 2） 3,768,350,742 3,533,489,392 234,861,350

その他の有形固定資産 （注 2） 22,919,479,596 20,602,698,405  2,316,781,191

　　    　小　　　　　　　　　計 97,701,684,530 97,475,970,050  225,714,480

そ の 他 の 固 定 資 産

退職給与引当特定資産 7,625,492,781 7,377,775,350  247,717,431

減価償却引当特定資産 42,618,464,393 37,814,586,265  4,803,878,128

そ の 他 （注 2） 25,605,426,177 24,510,172,535  1,095,253,642

　　    　小　　　　　　　　　計 75,849,383,351 69,702,534,150  6,146,849,201

固　　定　　資　　産　　合　　計 173,551,067,881 167,178,504,200  6,372,563,681

流　　　　動　　　　資　　　　産

現 金 預 金 5,529,395,170 4,815,171,527  714,223,643

未 収 入 金 （注 3） 9,296,772,792 9,132,712,622  164,060,170

そ の 他 の 流 動 資 産 2,390,739,169 4,368,499,759  △ 1,977,760,590

流　 　動　　 資　　 産　 　合 　　計 17,216,907,131 18,316,383,908  △ 1,099,476,777

資　　 産　 　の　 　部　 　合　 　計 190,767,975,012 185,494,888,108  5,273,086,904

負　債　の　部

科　　　　　　　　　目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　　　　減

固　　　　定　　　　負　　　　債

長 期 借 入 金 1,483,354,000 1,714,550,000  △ 231,196,000

長 期 未 払 金 579,902,738 45,827,928 534,074,810

退 職 給 与 引 当 金 18,033,036,055 17,507,689,093  525,346,962

固　 　定　 　負　　 債　　 合　 　計 20,096,292,793 19,268,067,021  828,225,772

流　　　　動　　　　負　　　　債

短 期 借 入 金 99,996,000 151,196,000  △ 51,200,000

短 期 未 払 金 4,413,686,367 4,000,803,439 412,882,928

そ の 他 の 流 動 負 債 2,362,292,128 2,443,932,598  △ 81,640,470

流 　　動　 　負　 　債　  合  　計 6,875,974,495 6,595,932,037  280,042,458

負 　　債　 　の　 　部　  合　　計 26,972,267,288 25,863,999,058  1,108,268,230

基　本　金　の　部

科　　　　　　　　　目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　　　　減

第 　 　１ 　　 号 　 　基 　 　本 　　 金 174,816,462,639 169,827,633,702 4,988,828,937

第 　 　２ 　　 号 　 　基 　 　本 　　 金 12,036,292,320 7,927,626,070 4,108,666,250

第 　 　３ 　　 号 　 　基 　 　本 　　 金 7,755,822,101 7,755,822,101 0

第 　 　４ 　　 号 　 　基 　 　本 　　 金 4,425,000,000 3,638,000,000 787,000,000

基 　本 　金　 の 　部 　合 　計 199,033,577,060 189,149,081,873 9,884,495,187

消　費　収　支　差　額　の　部

科　　　　　　　　　目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　　　　減

翌 年 度 繰 越 消 費 支 出 超 過 額 35,237,869,336 29,518,192,823 5,719,676,513

消  費  収  支  差  額 の 部 合  計 △35,237,869,336 △29,518,192,823 △ 5,719,676,513

科　　　　　　　　　目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　　　　減

負 債 の 部 、基 本 金 の 部 及 び

消  費  収  支  差  額 の 部 合  計 190,767,975,012 185,494,888,108 5,273,086,904

貸　　借　　対　　照　　表
平　成　２３　年　３　月　３１　日



（注 記）   

１．重要な会計方針

（１）引当金の計上基準

 ・徴収不能引当金 … 医療収入の未収入金においては、過去の徴収不能実績率から見積もった見込額を、また、修学資金

   貸付金は貸付金全額を徴収不能に備えるために計上している。

 ・退職給与引当金 … 退職金の支給に備えるため、期末要支給額の100％を計上している。

（２）その他の重要な会計方針

 ・有価証券の評価基準及び評価方法 … 満期保有目的有価証券の評価基準は償却原価法であり、その他の有価証券の

   評価基準は、移動平均法による原価法である。

 ・たな卸資産の評価基準及び評価方法 … 最終仕入原価法である。

 ・預り金その他経過項目に係る収支の表示方法 … 預り金に係る収入と支出は相殺して表示している。

 ・食堂その他教育活動に付随する活動にかかる収支の表示方法 … 補助活動に係る収支は総額で表示している。

 

２．減価償却額の累計額の合計額 79,812,919,840 円

３．徴収不能引当金の合計額

375,384,126 円

29,069,581,606 円

       合      計 円

 

４．担保に供されている資産の種類及び額

      担保に供されている資産はない。

５．翌会計年度以降の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる額      2,874,501,932  円

６．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

（１）有価証券の時価情報

（単位：円）

42,909,998,800 768,753,705

(42,909,998,800) (768,753,705)

22,773,142,465 △ 2,328,709,648

(21,300,688,000) (△1,838,841,206)

65,683,141,265 △ 1,559,955,943

(64,210,686,800) (△1,070,087,501)

（２）「所有権移転外ファイナンス・リース取引」については、重要性が認められないことから記載を省略している。

（ う ち 満 期 保 有 目 的 の 債 券 ） (65,280,774,301)

時価が貸借対照表計上額を超えるもの 42,141,245,095

（ う ち 満 期 保 有 目 的 の 債 券 ） (42,141,245,095)

時価が貸借対照表計上額を超えないもの 25,101,852,113

（ う ち 満 期 保 有 目 的 の 債 券 ） (23,139,529,206)

合                   計 67,243,097,208

医療収入の未収入金

修 学 資 金 貸 付 金

29,444,965,732

種                  類
当年度（平成２３年３月３１日）

貸借対照表計上額Ａ 時    価    Ｂ 差   額   Ｂ－Ａ



固定負債, 20,096, 

10.5%

流動負債, 6,876, 

3.6%

基本金, 199,034, 

104.3%

消費収支差額,           

△ 35,238, 

△18.4%

流動資産, 17,217, 

9.0%

その他固定資産, 

75,849, 39.8%

有形固定資産, 

97,702, 51.2%

貸 借 対 照 表

借 方

190,768百万円

貸 方

190,768百万円

（単位：百万円）


